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経済学研究第31巻第3号 135 (751) 

賃金政策とインフレーション
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はじめに

久保田義弘

賃金政策はインフレーションを抑えるために導入される政策である。この

政策は主に労働の平均生産性に基づいて導入される。貨幣賃金率が労働の限

界生産性に基づいて決定されているならば，部門分割されている経済におい

て，あるいくつかの産業部門では労働の平均生産性の上昇よりも大きい貨幣

賃金率の上昇を実現し，他のいくつかの部門ではその上昇よりも小さい貨幣

賃金率の上昇を実現する。ただし1部門経済およびそれぞれの部門での労働

の生産性の上昇が相等しい部門分割された経済では，各部門での労働の生産

性と経済全体としての労働の平均生産性の上昇が一致するので，部門間での

生産性の格差の問題は生じなし、。これらの経済では労働の生産性の上昇と貨

幣賃金率の上昇とが同じである限り，貨幣賃金率の上昇のインフレーション

への影響を懸念する必要はなL、。しかしながら，部門分割されている経済で

は労働の生産性の上昇と貨幣賃金率の上昇との格差が生じる傾向にあるの

で，貨幣賃金率の上昇はインフレ率および(あるいは)雇用量(つまり失業
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に影響を与える。

貨幣賃金率は平均約な労働生産性に怒しくされるかあるいはそれぞれの部

門の労働の生謹性に等しくなるように決定、されるとしよう。もし前者の方法

で貨幣賃金率が決議されるならば，特殊な援会主f除いて，あるいくつかの部

門で誌貨幣賃金率の上昇はその部門の労働生産性よりも大きいであろうし，

他のいくつかの部門ではその地になっているであろう。前滋のグループに属

る部門では質金費舟の増加とその生造物価格の上昇が生じ，この部門では

他のグループ部門と相対して主主豪物檎要が小さくなる。このことはその部門

の相対的な労働需要を小さきくすることを意味ずる。だが，貨幣賃金率の

はすべての部門において一律であるので，各部門擦の相対的労働供給は不変

である。よって貨幣賃金率の上昇の方が労働生産性の増加よりも大きい部門

では労働の超過供給が生じる。後者の部門では前翁の部門に相対して産物

需要は大きいので，後者の部門において労働の超送需要が生じる。よって貨

幣賃金主容が労働の平均生産性に等しくなるように決定されているとき，ある

いくつかの部河には労働の趨過供給が生じ，他のいくつかの部門にはその起

渦需要が生じるので労働移動が迅速でない限札失業者は増加する。さらに

インフレ議事にも影響するであろう。

つぎに，紫幣賃金率の上昇が各部門の労働生態性に比例的におこるとしよ

うO 各部門において労働の生産性の上昇に結等しい貨幣鏡金率の上昇が実現

されているので，各部門の生産物価格は}定不変に維持される。 したがっ

て，生産物市場の需要務造は貨幣賃金率の上昇によって影響されないであろ

うo しかし，貨幣賞金率の上昇が部門閥で一律でないために相対的供給はそ

の上昇の影響をうけ，生産性の上昇の大きい部門への相対的供給は大きくな

る。また労働に対する相対的需聾は労働の生態性のより大きい部門では小さ

くなる。よって労働市場にはより多数の失業者が創出される。

我々にとって必婆とされる震金政策は失業率もインブレ家も大きくしない

政策である。この政策を我々は有効な賃金政策と呼ぶ。ょの極端な貨幣賃金

喜容の決定から言えることはつぎのようになろう o有効な費金政策は， より速
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く成長している部門における貨幣賃金率の上昇がその部門での労働の生産性

の上昇より小さく，より遅く成長している部門における貨幣賃金率の上昇が

その部門の生産性の上昇より大きいことである。

本稿において我々は有効な賃金政策のための条件を導出し，さらに要素の

代替弾力性の変化が貨幣賃金率および相対貨幣賃金率に与える効果を分析す

る(第1節)。第2節では技術進歩率の変化が貨幣賃金率および相対貨幣賃

金率に与える効果を分析する。第3節において我々のモデルによって失業下

のインフレを説明する。この状態が生じるのは，経済のある部門において有

効な賃金政策が採択されていないためである。さらに，要素の代替弾力性が

大きくなると，失業下のインフレが緩和されることを示す。

以下の展開において我々はヒックス (2)，ランカスター(1)およびピッ

チフォード (6)に大きく依存している。

1. 

我々はインフレも失業もない経済状態を実現しようと努めている。我々は

モデルによってこの経済状態がし、かなる状況(つまり条件)のもとで達成され

るのかを明らかにする。我々のモデル経済は個人主義によって特徴づけられ

る市場経済である。周知のように市場は生産(供給)主体と消費(需要)主体の

相互作用によって運行される。我々のモデル経済は生産物市場および労働市

場から構成されている。我々は資産市場における数量的変化および資産構成

の変化が生産物および労働市場にし、かなる影響を与えるかについては考察し

ない。生産物は性質の異なる 2種類の財から構成されている。労働はどちら

の生産物市場で雇用されようとも同質である。我々は生産物市場が2部門に

分割されている経済を想定している。それぞれの部門において生産プロセス

は一般的な生産関数で表わすことができるが，我々は一次同次の生産関数で

そのプロセスを示すことにする。 1投入1産出の関係を示す生産関数は

(1-1) Qi=A;L~ (0くTく1)(i=l， 2) 

なるコブ=ダグラス型であるとしよう O ここで Qiはt部門の産出量 Aiは
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i部門の技術水準の程度， んはi昔話内において種用される労働数量， γは労

働の相対的取り分なそれぞれ示している。(1-めを比例的変化(我々は比例

的変化さと星印によって示している)で示?と，

(1…1)' Qt=A~+rL~ 

となる。生産物に対する諮要は策幣所得およびそを部門の偲絡水準に依存して

いると佼結するならば，生産物の警婆関数試

(1-2) Di出 Di(Pl> P2， Y) (i=1，2) 

となる。ここで Dj は i部門の生産物の欝欝量，れはi部門の生産物価格，

Yは貨幣所得であるo (1-2)セ比例j的変化で示すと，

(1-2)' n;='1)1iP~切z耳切yiY* (i=1，2) 

となる。ここで苛jiは j部門の生産物{破格の比例的変化に対する部門の

袈最の比倒的変化を表わしている。ここで守jiは j=iのとき露要の価格弾

力伎となり，jキtのとき需要の交叉弾力性を示すことになる。守れは所得弾

し Y*は貨幣所得の詑倒的変化を示している。生産物市場の均

衡条件は，

(1-3) Di=Qj 

である。

(i=1，2) 

労働市場の需要および供給関係な明らかにしよう。 i部門における労働の

(1-1)より

(1-4)Li-JEL -W;fPi 

となる。これを比例i的変化で示すと，

{エーのIL~-Q:=Pト W?

あるいは，

(i=1，2) 

p;ロ W~+L7…Q7 (i=1，2) 

となる。ここで労働の乎均生産伎の比例的変化をα?とすると，

{l一時 a;=Q:-L';

となるoi部門における労働供給はその部門の賞幣賃金率だけにではなく飽
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の部門の賃金率に依存していよう。我々は相対貨幣賃金率に依存している相

対的労働供給関数を仮定する。この供給関数はつぎのように定式化される。

つまりこれは，

λ平 /w，¥
(1ー6)~~=H\lVJ H(O)=O H'>O 

となる。ここで Lfは i部門への供給量を表わしている。我々は部門1およ

び部門2で雇用される労働量が潜在的に供給可能な量よりも小さいと仮定す

る。 (1-6)は部門聞の労働移動を示す関数でもある。 (1-6)より，

IL~\ /.1協7，¥ 
d f ~l:. 1 / d f ~~_' I 
\L~/ / 市 T.J 

(1ー7)m=~言ツ」空7=(Lfs一L;S)/(W~-W;) 

L~/ W2 

を得るom は労働移動の弾力性を示している。

(1-4)'および (1-5)より

(1-8) ~一円=(W~- W~) 一 (α;-a~)

を得る。需要の代替の弾力性(s)が，

tD， ¥ / .IP， ¥ 
dl"'::::.'1 / dIL_

'
1 

¥D.}川 ¥p.J 町一政)
(1-9) s三一万;-7f=一昨司

D2/ P2 

と定義される。さらに市場均衡を仮定すると，

(Q:-Q:) 
s=一斉二子?とできるので，この式に (1-8)を代入すると，

(1-10) Q;-Q;= -s{(W~- W;) ー (a;-a~)}

となる。 (1ー5)より，L;-L~口 (Q~-Q;) 一 (a~一 a~) どなるので， ζ の式に

(1-9)を代入すると，

(1-11) L;-L;= -s(W;-W;)一(l-s)(α;-a~) 

を得る。今，(L~-L~)=(Lア-Lア)を仮定すると， (1一7)および (1-10)より，

(1-mm-m=473(at-4) 

あるいは，あトE とおくと，ぬ1)
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W~-WトE (a;-a:) 
を得;:;'0 この3えは相対的貨幣賃金率の変化と相対的生巌性の変化の欝係

している式である。ここにおいて，s=1のときそれぞれの部門の貨幣議金率

の変化率は生産性の変化率に関係なく向乙である。また各部門の生産性の変

化率が冬季しいときにもそれぞれの部門のその変化率は阿じになる。 s-タ∞の

ときには， 2つの部門の主主産物は完全に代替的であるが， 相対的提幣賃金率

の変化の大きさと棺対的生皇室性の礎化の大さきが等しくなるo m→∞のとき

には各部門の貨幣賃金縁の変化率は等しくなる。 sおよびmがゼロに近づ

くにつれて，相対飴繋幣賃金率の変化の備はマイナスの無限大へと近づいて

いく O

有効な賃金政策が実現される条件を求めてみよう O物価指数Pがつぎのよ

うに定義されるとしよう，つまり

…Pハ(1-13) P=aP1州 -a)九{山村

と定義されるとしよう。初期時点において，P1コロH}.になるような等生位の選択

会復定すると， (1-13)の比罰的変化は，

(1-13)' P*=aP作品-a)p:
となるむ財政金融政策によってp*おおOが漆戒されているならば， (1-13)'に

{工…4)'および (1-5)を代入すると，

(1-14) W:-aトーα{(W~- W;)ー (a~- a:)}

itこ

(1-15) W~-a~ぉ (l-a){(W~- W~)-_(~- a:)} 

を得る。 (1…14)および (1-1切に (1…12)~合代入すると，

(1-16) Wトα?村 (1-E)同一持

(1-17) W~出α?一 (l-a)(1…E) (α~- a;) 

を得る。

(1…16)および (1-17)から有効な笥金政策を導出してみよう。まず最初

に各部門における生霊性の増加に等しい賃金上昇を連成できるための条件な
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求めてみよう oその第一の条件は令部門lCおける生震性の変化率が等しし、。

第ニの条件は各部門の生産物が克全に代替的である。この条件は S叶∞(E

→工〉になることを意味している。つぎに，すべての部門の貨幣賃金喜容は平均

的な労働生産性に比例して変化するとき， W:出 IV?出 W"であるので，

α;十位(1-E)(a~-a~) 巴α:… (1 ーα) (l-E) (a~-a~) 

ヰーα;認 (1-E)(a~-a:) 

(1-18) E(a;…a;)出Oあるいは E出。
となる。特殊な場合を除いてイキヰであるので，我々は E=Oな得る。こ

の欝罷念日-16)あるいは (1-17)に代入すると，

(1-19) 孫T*=a~十 (1-α)a;

を得る。貨幣賃金三容の変化喜容は各部門の生産性をウユイトづけした伎に等じ

い。このウエイトは物繕指数を求めるときのウエイトとl可じである。 E出 O

となるためには，生産物の持率幸の郊力投が1であるか，あるいは労働の移動

弾力強が無限大であることを必擦とする。

以上2つの援金政策は (1…16)およびくl…17)の第二演目をゼロにする

政策である。一般にこれらの第二項筏は非ゼロである。もし a~>ぜである

ならば，E二三1であるので， (1~16) の第二二項は魚， (1…17)のそれは韮で

ある。よって，一般に，有効な議金政策はより迅速に成長している部門にお

ける貨幣策金率の上昇がその部門の労働の生産性の上昇よりも小さく，また

より している部門における貨幣集金率の上昇がその部門の労観の

生還ま性の上昇よりも大きいことを意味している。

1投入1jl差出の生産関数では喜怒繁代替が考議されない。 この代替をも

に入れて有効な資金政策のための条件を号怒らかにしていこう O 袈索揖の代替

を考癒するためには2投入1産出の生産拠数であればよい。生産プロセスは

資本と労働を問時に投入して生産物な産出している。我々は一次閥次の

関数を仮定する。生産関数は

20) Qi=Qi(Li， Ki) 1，2) 
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oQ・ oQi_^ o2Qi 、 θ2Qi
であるOBz:〉O，弱〉O，zf〈OMひ間<0宏仮定する。労働の限界

生産性が実葉黄金率に等しいという筒係支えが与えられているとしよう。つま

り，

合ハ(1…21) W， =~'~ïp， 
aL， 

となっているとしよう。 (1…21)より

a2Q‘ o2Q， .:JTT  n • aQ・
dW j=  ';: :'.'dL，P;十 'Tdl伊十一~dP:l-aLrÑ~'''' i 認可LiU>.L ~JJ.-i I OLi 

一次開次の生産関数を仮定するとオイラ

o2Qi Ki o2QI 
âL~ =-Li認，oL;

(i口 1，2)

のまを理が成立するので，

となる。これをよのdWiの式に代入するト

月2Q{I T.7::f: T %¥ n. ， aQ 
dWi=Ki認否乞(K~…LfJ九十ddPi

となる。要素関の代蒋の欝力性 {σi)は，

(i"ロ1，2)

aQi Li 
と変形される。ここで r;口百五忌。この関係を上のdWiの式に代入すると，

ん ftdほ?…め設P汁住訊
となる。よって

日 2)昨 (lp)ぽ山崎 (i=1，2) 

を得る。一次同次の生産関数を仮定しているので，Q;=(l-ri)K;十riL;

ある。これきと (1-5)に代入すると，

(1-23) a;=(l-r;) (K;-L;) (i口 1，2)

で
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を得る。 (1-23)を(1-22)に代入すると，

(1-24) w;=宝+P; (i=l， 2) 
H ・

を得る。この式は貨幣賃金率の比例的変化が要素聞の代替の蝉力性によって

除された生産性の比例的変化と価格水準の比例的変化の和として示されるこ

I a~ a:¥ 
とを合意している。 (1-24)より w;-w;=p一旦)+ (?， -p*'，)。この式に

¥01 σ21 

(P;-P;)= -; (Q;-Q;)を代入し，さらに (1ー7)を代入し，L;-L;=L;s-
L;Sを仮定すると (W;-w;)の式は，

(1-25) w~-w;=三-J(~_a;) -: (ゲ-a;)I 
Tfι'''1¥σ1σ.1 " ー|

を得る。

我々がもとめている経済状態はインフレも失業も存在しない状態である。

財政金融政策によってインフレ率がゼ、ロに維持されているとき， (1-13)'よ

り aP;+ (l-a)P;=Oである。これに (1-24)を代入すると，

(1-26) aW~+(l 一α) W，倉=aE+(1 一日)包
σ1σ2  

を得る。この式は平均貨幣賃金率の比例的変化を計測している。要素の代替

弾力性および労働の生産性の比例的変化は技術的に計測可能である。 (1-26)

は平均貨幣賃金率指数のウエイトが物価指数に固有なウエイトであることを

示している。よって我々は平均貨幣賃金率の比例的変化としづ言葉を使うこ

とができる。

(1-25ヂおよび (1-26)を使っていくつかの興味ある結果を導出できる。

以下の説明において労働の生産性の比例的変化は外生的に与えられていると

仮定する。この仮定のもとで要素の代替の弾力性の値が変化するとき，平均

的貨幣賃金率および各部門の貨幣賃金率にいかなる影響を与えるのかを明ら

かにする。以下で α;>α;>0と仮定する。まず最初に特殊な場合について考

察してみよう。 σi=l(i=1，2)となるコブ=ダグラス型の生産関数のとき，

(1-25) より，
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{ト27)W~… W;rあヤ:~-a;)

(伝
(1-26)より

(1-28) aW~+(l-a)Wドω;十{工…吟4.

(1-27)および (1-28)より，

(1-29) W;吋;十時一E)純一伶

(1-30) W~吋:… (1一夜)(1-E)一 {α;-a;)

を得る。 (1-匁7)…(1-30)はすでに明らかにされたことであり， この場合に

は要素の代替部力性の変化の効果を務示することはできない。よって以下で

は (]i必ず1(i=l，訟な仮定する。さらに会部門の要素の代替の採カ伎が穏異

なっているとしよう。この場合には，

a: s i象 寸
(1-31) W:=日ぷ十 (l-ap- a:~ I~ ~ I コ…コーτ{α~-a;) I 

(]l (/2 "，11ゆ U11 (]2"  .J 

a. S I a. a. 1，. -' I 
(1-32) W~吋:2+(l-ap十 (l-a)::-ττドユー-.ーモ(a;一 a;) I 

自 σ(]2 "o，t< LO'l (12 "周台 j

を得る， (1-31)および (1-32)において要素の代番の努力性が大きくなる

と，各部門の貨幣賃金率および平均貨幣資金率はどのように変化するであろ

ろか。 (1-31)および (1-32)より，

(oW;_ _.!!..n* m /，，{¥ 
i 五 O~~l\S+mJ ____v 

loW: 1 _.Is十(1-α)m¥
トー~=ーっ仏 i一一一一一一 i くO
I (Jo袋内"¥ s+m I 

(1…33) ~ -ー
loW: 1 ..Is+αm¥ _丹
市 プ-r1F瓦 j¥リ

同W;一主二笠ト m /{¥ 
一説 O'~ ~2 ¥s十m}_V 

を得る。 (1-3めから， ある部門において饗棄の代替の鰭力性が大きくな

ると，その部門の貨幣賃金率の比例的変化ばかりでなく他の部門のこの比例j
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的変化をも小さくすることが明らかにされる。したがって，要素の代替弾力

性が大きくなると，平均貨幣賃金率の比例的変化率も小さくなる。つまり，

(i=1，2)のとき a(w~- w;)一一一三-1(α~-a;) くO となるので，要a (J S + m (J2 ¥""1 

素の代替弾力性が大きくなると，相対的貨幣賃金率の比例的変化も小さくな

る。しかしながら (J→∞になると，(w~-w;)→0となるので，要素の代替

弾力性が大きくなると，各部門での貨幣賃金率の比例的変化は一致するよう

になる。逆に，要素の代替弾力性が小さくなるにつれて，それぞれの部門で

の貨幣賃金率の比例的変化は大きくなるばかりではなく，労働の生産性の比

例的変化の大きい部門の貨幣賃金率の方が他の部門のそれに比べてより上昇

する。つまり σ→0 にすると (w~-w;)→∞となる。つぎに σlA守的の場合

において (J;(i=1，2)の変化の相対的貨幣賃金率の比例的変化への効果を吟

味してみよう。

a(w~-w;) 
一一一一一一一=_ '，_u  ~a:<O. a σS十mσ--1--J 

à(W~ -w;) _ __s_ 1: 
一一一一一一一=一一ーでば>0B σ s+m σ;a 

である。ある部門において要素の代替弾力性が大きくなると， (1-33)より

両部門において貨幣賃金率の比例的変化は小さくなるが，しかし，これらの

偏微分式はその弾力性の上昇が起こっている部門において他の部門よりも貨

幣賃金率の比例的変化の減少を促進することを意味している。

最後に，ある部門における労働生産性が大きくなってもその部門の貨幣賃

金率の上昇を惹き起こさない場合がありうることを示してみよう。 (1-31)

より，

θw: 1んの+m¥
-一一一竺=一一 11-日ーニ一一一一 1aa; σ2 ¥- s+mJ 

同様に (1--'-32) より，

aw~ 1 1. ，(J，ム¥
V~".l=: (1 一 (1-a)ナ士~)
da1 01 ¥ δ-r-'" / 

を得る。第一の式から aが十分に大きく，のがsV.こ比較して大きいならば，

a;が大きくなってもW;が大きくなることはなく， 逆にそれは小さくなる。
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第二の式から aが十分に小さlく，引が Sに比較して大きいならば， a~ が

大きくなっても W:は大きくなあずに小さくなる。さらには-26)より，平

均労働生産性の比例的変化が大きくなるにつれて，平均貨幣賃金率の比例的、

変化は大きくなるが， しかし，その増加は要素の代替弾力性が大きくなるに

つれて小さくなる。

2. 

この節では技術水準の変化によって惹起される各部門の貨幣賃金率の比例

的変化および相対的貨幣賃金率の比例的変化の効果を分析する。この節にお

ける生産関数は，

Qi = Qi (Ki， Li， Ai， Bi) = Qi (Ki Bi， Li A;) 

として定式化されるとしよう。 A;およびBiはそれぞれ部門における技術水

準を示す変数である。この関数より.

dQi aQi d(LiAi) _ dQi A 
瓦戻五瓦)8L---;-=司五互Jl"1i

を得るので，

。。
(2ー1)Wi= d(l式jAiPi (i=1，2) 

となる。これより貨幣賃金率の比例的変化を求めることにしよう。 (2-1)よ

り，

I dQi ¥ A n ， dQi n J A ， dQ dws=dl i iASPi+s pzdAi十~，AidPi 。τiA;)} 頁LiA;)"LiUI1i T d(LiAi) 

この式を変形していくと，

引ハ 82Qi 
dWi= LiA;むiii72(4+LDんLi+ιBia(L刈 a{KA)(弓+K;)

となる。これより 3

dQ A;Pi +ニ三.~ ，PidA;+ ..，"r'ot~ ~AidPi δ(LjA;t .~.~. ， d(LjA;) 
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a2Qi T* ( oQi ¥ -1 ， r T A o2Qi ( oQi ¥ -1 ， ， l 
(2-2) W;=LiA;厄刃L;(厄Z7j+|LiAi厄刃(厄23) | 

+VB B2Q δQiγ1fmJ741 
n.iDia(KiBi)O(LiAi) ~ÒCLiA;)) ~ Di十n.i)十

を得る。この式に

BQi-OQi A 竺金 o翌:¥9.A7，およびかQi O
2 
Qi 

π -oτiAi)L"1j， òL~ -OCLjAj)2L"1i 指瓦;-O(Ki瓦)d(LiAi)L"1iH i
を代入すると，

1 (o2Qヘ (aQ八一1， r T A 1 ;o2Qi¥ A ;oQ八 1 ， ，l 
竺コ=LiAi ~.I-:" ':.IL;A;{~~'1 十¥LjAi~.I::; .;':，'IAdv'"I~'1 +1¥ lジ jL1.i~ o L;) -r L .LjL1.i互HaLi}L1.i，oL;} -r-.lJ 

[ KiBi(♂Qi ¥ 1 (叩r1iBi(扇Bzjzzjd ん(B;+K;) 十r
となるので九

(a2Q八(oQ八一1T* ， r T ;O2Qi¥ (oQ八 1， ， l 
(2-2)' W;=Li(可 j1zjLi十ILi(πrJ (a:L;) +lJA; 

a認否r;瓦r¥日 )+P: 阿Bi(叫)(月白一1

o2Qj (仰oQλ-→1 榊一1. ... ~ o♂2Qj (oQ八一寸1 1一T
さらに， L 一一 r~，;'I 一ι一一および B一一一一lト一一一一l一 ， 'oL1 ¥oL;) 一 σ .;uCJ.. V ~'ÒBiÒLi ¥oLd σi 

を (2-2)'に代入すると，

(日)W;= (n::-1)L;+1 n::-1+11+ (1-=-7i) (B;+K;)+P; 
干 1σ l' (Ji σ 

を得る。

つぎに一人当りの産出の比例的変化を求めてみよう。前節同様に一次同次の

生産関数を仮定すると，

oQ・ oQ・
dQi一一';.'-"~ ¥d(A;Li)十一一:."::'¥d(K;Bi)-fT(LiA~t.\" ~， LJ'I -， O(KiBi) 

である。これをさらに変形していくと，

òQ・ ~O.
dQi=厄高(A必+LidA;)+買詰~) (KidBi + BidKi) 

となる。これから，

dQi θQi LjdLi瓜。Qi Ai dAi， oQi Bi dBi T? 
~(i'= o(L;Ai) Q; i;'Ai+高 Z75Z+STEEDU;E I11 
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ここにおいて，

経済学研究

+BQS Ki dkg B --------
O(KiBi) Qi K; 

第31巻 第3号

oQi oQi A oQi oQi v 
-一一一一一一竺ーん。Li-O(LiA;)ι " OBi -ò(K;Bir~' 、oQi 月0・

およひ 一一一:~~\Bi を考慮するとOKi-O(KiBi) 

oQi Li T*  • oQi Li・aQiBin* . oQi Ki Q;- -L+一一一A:+一一一B~+一一一K:-aLi Qi~i I OLi QtAi I OBi Qi~i I oK; Qi 

となる。これに

oQioQiBi 噌 oQiKi
òLi=n 語~ Q;=l. -n=磁 Q~

を代入すると，

(2-4) Q;=nL;+nA;+(l-n) (B;+K;) 

を得る。これに Q;=α;+L;を代入し変形すると，

(2-5)叫=(n-1)L;+riA;+(l-n) (B;+K;) 

を得る。 (2-3)および (2-5)より，

(2-6)W;J-宍dA:+P; (i=1，2) 
(Ji U 

を得る。 (2-6)より，

山 )W:-w;=2-2-[陪 )A;-(子)A;J+件 P;)
を得る。

σi=σ (i=1，2) を仮定して.需要の代替弾力性および労働移動の弾力性を

(2-7)に代入すると，

w;-w;=士(a;-a;)一(1:11)(A;-A;)-! [(a;ーかm件
となり， さらに変形し整頓すると，

ロ-8)W;-w-J1(グーグ)_(~ ~ ~.\ (l-:d) (A;-A;) 一σ(s+m)\~1 ~21 (s+m) ¥ d ) ¥"Al H2) 

を得る。

財政金融政策によって一般物価水準の上昇率をゼロにしているとき，

aP;十(l-a)P;=Oである。 これに (2-6) からも主められる P~(i=1， 2)を



賃金政策とイ γプレーショシ 久保田 149 (765) 

代入すると，

I HTO  1.*. 1-ι 寸 rHTO  1 *. 1-tf. ..l al W;一工a;+~ A ~lA; 1+(l-a)1 W;一二7句+-72A;12=0
Ul "1 "2 "'2 

を得る。 tfj=σ(i=1，2)とすると，これは，

1 r . _ ，_ ，. 11-tf¥ I •• _ ，_ ，..¥ l 
(2-9) aW;+(l-a)W;= : I aa;+(l-a)a;ード一一1(aA;+(l-a)A;1 I 

tfl ¥tfl¥ '11 

と変形される。

我々が知りたいことは技術水準の変化によって各部門の貨幣賃金率の比例

的変化がいかなる影響をうけるかを明らかにすることである。 (2-1)におい

θQj 
百Ttτ=Vj とおくと，
(LjA;) 

(2-10) W;=V;+A;+P; 

となる。 Vj は労働の効率単位の限界生産物である。 この式と (2-6)とを比

1 
較すると，我々は Vて=-=--(α;-A;)となることを知る。 (2-'-6)において第2

tfj 

項は，技術進歩によって労働供給が増加するとき，労働の効率単位とこの物的

単位の講離を説明している。 (1..，...24)と (2-6)とを比較すると容易に理解さ

れよう。(2ー10)から明らかになるように，効率単位の限界生産物は物的単位

で測定される多数の労働者の聞に配分されるので一人当りの貨幣賃金率の比

例的変化は効率単位で生じるこの比例的変化よりも大きL、。技術水準が高く

なるとき，要素の代替弾力性が1より大きいならば，貨幣賃金率の比例的変

化はより大きくなる。それが1のときには貨幣賃金率の比例的変化は不変に

維持される。それが1より小さいならば，その比例的変化はより小さくなる。

技術進歩の相対的貨幣賃金率の比例的変化への効果を明らかにしてみよ

う。的=σ (i=1，2)を仮定する。もし各部門における技術進歩率 (A;)が同

じであるならば， (1-25)と(2-8)は同じ効果を示すであろう。 しかし，

A;>A;および σ<1のとき， (1-25)で示されている相対的貨幣賃金率の比

例的変化の方が (2-8)で示されるその比例的変化よりも大きし、。要素の代

替の弾力性が1であるならば，各部門の技術進歩率の大小に関係なく，両式に
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よって示される貨幣賃金率の相対的貨幣賃金率の比例的変化は同じになる 0

d>1のとき，

型竺と空;2>0.型空と空2くO.
oA; oA; 

となる。 αく1のときは，

型堕三w;)<o空と12>O，
o A; -~， o A; 

となる。

最後に，技術進歩がおこるとき，平均的貨幣賃金率の比例的変化と平均的

労働生産性の比倒的変化の関係を明らかにしてみよう。技術進歩が資本節約

的か労働節約的かによってこの関係は影響される。ヒッグス型の技術進歩を

例にとり，技術進歩の偏向を定式化してみよう。この場合の技術進歩のバイ

アスの程度は，要素価格比一定のもとでl人当りの生産性の相対的変化と資

本1単位当りの生産性の相対的変化の差として示される。このバイアスの程

度を守iとすると，これは

(日2)7l;=d(均的-d(logお (i=1，2) 

として定義される。ここでホ=0は中立的技術進歩，守i>Oは労働節約的技

術進歩，守aくOは資本節約的技術進歩をそれぞれ示している。要素の代替の

弾力性の定義より，

IK.Bー¥
dloglr詰~)

di=ん属医斜
日 ¥oQ;fo(LiAi)) 

d[log(~:/お+例ー附iJ
d~l。型迎E+FORs-Fog 1 I .~6 oQ;fθLi I .......ö~. ・ 6 '~I I 

要素価格比が一定不変であるので，

/ο¥ -，/L ~Q八
σi(B;-A;)ー(B;-A:)=d(Jogt)-d(Jogz)

となる。これを (2-12)に代入すると，

(2-13)銑=(1一町)(A;-B;) (i=1，2) 

を得る。 σi=σ(i=1，2)とすると， (2'--9)から，
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aW;+(l-a)W;-{ω; + (l-a)α;} 

1弓守7子空(いaω叫仲G〈府削刊;+刊+叫吋(仕1一ω伽叫α《;一[aA;+叶(但1一州 ) 

1ヲ7子竺(トa叫仰(似叶G
これに α4:一A;=(ri一1υ)(L勾;+A;)+ト(仕1一Tれ川i)川(B;+K;)を代入すると，

(2一14凶4引)aW;什+(仕1ト一a吋)W;ト一{aω叫αa;+(仕1ト一aω)a仰} ;ひ

」子{a(l-rl)[(L; -K;)叫 -B;)]十日(1-r2)

叫ーペ)+件弓)]}
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を得る。 σ<1のとき，各部門において資本・労働比率が大きくなっており，さ

らに技術進歩がヒックスの意味で資本節約的であるならば，aW;+(l-a)W; 

>αα;+(l-a)α;を得る。また∞>σ>1のとき，各部門において資本・労働比

率が小さくなり，さらに技術進歩がヒックスの意味で労働節約的であるなら

ば，aW;+(l-a)W;>αα;+(l-a)α;を得る。

3. 

我々のモデルにおいて失業下のインフレがどうしておこるのかを明らかに

する。最初に1投入1産出の場合においてそれを明らかにする。ャまずインフ

レ率と成長率の関係を示してみよう。 Y=P1Ql+P2Q2より，

dY =P1dQl +QldPl + P2dQ2 + Q2dP2 

となる。これより，

dY _'tT* n* I I-t ¥f¥* I n* I /-t ¥n.1 PIQl¥ ~y == Y*=aQ; + (l-a)Q; +αP;+(lーα)p;rα=ヲイ

をf辱る。よって

(3-1) Q・=y* -r = aQ; + (1ー α)Q;
とできる。 (1-1)を (3-1)に代入すると，

Q・=αA;+(l一α)A;+ r(aL; + (1一α)L;)
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となる。 αA;十(エーα)A;=A*， αL~+(エ -a)L;= L* とそれぞれおくと，

2) Q*=Aホ十rL* (L*s.L*) 
てど得る。 (1-4)'，(1…討を (1-13)'に代入し整頼すると，

(l-r)f¥* 1 (3-3) P*=済同や一一一一Qー-=-A*
r r 

を得る， ここでW考古αW~+(l-a)W; である。 3) はイ γ ブレ率と成長率

との関係を表わしている。他の条件を一定にして，成長率が大きくなると，

事 1
インフレ本は大きくなる。今 W*-…A・く0と仮定して， インツレ率と成長

r 

との関係を鴎示してみよう。この関係は{留一1)のssに践緩よって示
一 δP'

される。この曲線は右上りの磁線として刀立される。というのはaQ'>0およ
、iJ2P* ~ _，_ ~ ， 3) 
ひdQ*2=Oであるためである。この糊とQ噛との交点をN とするoN

点、は技術進歩率および分配率を一定不変にして得られるインブレゼ棋の経済

状態である。政策当路はN点、に弼壊する政策をうち出さなければならなし、。

この N点の経済状態を維持あるいは達成するための政策として我々は

な賞金政策を説明した。有効な黄金政策は財政金融政策によってインブ

がゼ口におさえられていることな必

とした。

我々は Q;=D;(i=l;おと し

ているので，ss路線上では各部門
において矯要量と供給盤の成長率は

一致している。三f曲線は

の状態を示している。 (3ーおより，

r が完全麗用によってお~えられ

ると，Q*もそ止もによっておさえら

れる。 A*が大きくなると， (3-2)か

らff曲線はおにシフトし，ss曲
線は (3-3)から右下にシフトする

p* 

O 

S 

S 

(181-1) 

Q* 
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ことが明らかになる。よって技術進

歩率が大きくなると，イ γフレ率は

小さくなり，成長率は大きくなる。

他の条件を一定にして，平均貨幣賃

金率の上昇率が大きくなると，成長

率に影響することなく，インフレ率

を大きくする。このとき 55曲線は

真上にシフトする。労働の取り分で

ある Tが大きくなると， 55曲線は

右下にシフトし，逆にそれが小さく

なると，この曲線は左上にシフトす

。Q‘
る。というのは， (3-2)より一一>0， ar 

θP事 1-r・1n* I 1 ，1*_1-rT* 1 
および (3-3) より，百ーヲ~L 一戸Q*+戸A ーヲーL 一戸=ーL*<O
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p* 

Q* 
。
門
町
九

(図-2)

であるためである。

1投入1産出のモデノレにおいて失業下のインフレがどのように示されるか

を明らかにしてみよう。さて，今，インフレ率と成長率との関係が(図-2)の

50S。曲線によって示されているとしよう。我々の2部門より構成されてい

る経済はNo点に位置しているとしよう。財政金融政策は物価水準の安定

化のために使用される。生産物(需要)の代替弾力性および労働移動の弾力性

は正の有限値であるとする。

我々は構造的変化によって部門聞の移動弾力性の変化の効果を明らかにし

てみよう。この弾力性が小さくなると a~> α; を以前同様に仮定すると，部

a(W;-W・1
門聞の貨幣賃金率の上昇格差は大きくなる。 (1-12)より寸vkOで

あるので，労働の移動弾力性が小さくなると，部門聞のその上昇格差は大き

くなる。このとき， 有効な賃金政策が採択されているならば， (1-16)より

θW: s ._， . ，_ oW: 
~=a一一一一(a;-a;)>O， (1-17)より 1一一 (1-aト一一 (a~-a;)<Oom -~ (s+m)2\~1 百瓦一 (s+m)2 
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を得る。よって，

aW. aW:. ，_ ，aW: 
一一=a-~' 1+(1-ar~' 2=0 
om θm .， am 

となる。したがって，有効な賃金政策が採択されているならば，労働の移動

弾力性が小さくなっても平均的貨幣賃金率の上昇率は一定不変に維持され

る。貨幣賃金率の上昇格差は労働の相対的供給に影響する。部門1の貨幣賃

金率の方が相対的に上昇するので 部門1への労働供給率が相対的に増加す

る。他方，部門1の貨幣賃金率の方が相対的に上昇するので，部門1におけ

る労働雇用の増加率は相対的に小さくなる。したがって，部門1では労働過

剰になり，部門2では労働不足の状態になる。部門1の過剰労働量と部門2

の過少労働量の大きさが同じであるならば，貨幣賃金率の上昇率がそれ以上

に変化することのない限り，部門2には失業者が発生する。さらに，たとえ

部門1における過剰労働量と部門2の過少労働量との大きさが同じであると

しても，部門の重要度の大小によって経済全体の雇用の増加率が正あるいは

負になるであろう。もし部門1がより重要であるならば，たとえ L;-L;S=

L;S-L;であろうとも，経済全体の雇用の増加率はマイナスになろう。 L;-
3 L;S=.cL;，およびLア-L;=ームL;とし，a=4'とするとき，たとえ L>L;=L>L;

であろうとも，経済全体において L>L.~O ではない。つまりート (4;)+t

×(4;)=-tムL;=.ームL・となり，この場合には雇用量の増加率はマイナス

になる。(図-2)において S1S1曲線のlVi点に位置するケースとしてこの

場合は示される。逆に部門1の重要度がより小さいならば， IV:点に位置す

るケースとしてこの場合は示される。もし両部門の重要度が同じであるなら

ば，経済は No点にとどまる。

つぎに我々は有効な賃金政策が不十分に採択されている場合を想定する。

部門1だけが有効な賃金政策の適用をうけ，部門2は労働の生産性の増加率

に等しい貨幣賃金率の上昇を経験しているとしよう。よって部門2ではW;
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=α;が実現しているとしよう。だから，労働の移動弾力性の変化の影響を

うけるのは部門1で、ある。空空!=型空と竺iL::::oであるので，労働の移動弾
om om 

力性が小さくなると，他の条件が一定である限り，インフレ率は大きくなる。

oP* ow. 
つまり否両=否両子くOである。このとき， (図-2)の SoSo曲線は左上にシフト

する。労働の移動弾力性が小さくなるとき，経済全体としての雇用および産

出の増加率にどのように影響するのであろうか。この効果は有効な賃金政

策が採択されている場合と同じである。したがって，部門1の重要度がより

大きいならば，労働の移動弾力性が小さくなると，経済全体の雇用の増加率

θQ・ア
は小さくなる。よって言語Z>Oとなる。逆に部門1の重要度がより小さいな

oQ. 、，oQ・
らば，そのとき 5瓦<0となる。両部門の重要度が同じであるならは，語五Z

=0である。

有効な賃金政策が不十分に採用されているとき，失業下のイ γフレを経済

は経験するかもしれなL、。(図ー3)に失業下のインフレが実現する可能性を示

すことができる。経済がNoの点にあ

るとき，労働の移動弾力性が小さく

なると，So S，。曲線は SlSl曲線へと

シフトする。部門1の重要度が大き

いならば，経済は N。点、から N~ と

M の聞の点に移動する。両部門の重

要度が同じでうあるならば， 経済は

Noから M へと移動する。部門1の

重要度が小さいならば，経済はNo

点から，M)点の右側!のどこかの点に

移動する。

我々が失業下のインフレの状態と

p* 

SJ 

Q* 

S。

(図'-3)
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呼んでいる状況を(図-'-3)において示してみよう。労働の移動弾力性が小さ

くなるとき，経済はNo点からNi点と M 点の間にある点(たとえばR点)

に移動する。この移動プロセスにおいては，インフレ率も失業率も大きくな

っている。よって我々はこの移動現象を失業下のインフレと呼ぶ。

これまで我々は要素の代替弾力性を考慮の外においてきた。以下ではこの

弾力性の 55曲線に与える効果を分析し， この弾力性の失業下のインフレに

与える効果をも分析しよう。

生産関数はコブ=ダグラス型であるとすると，

(3-4) Q;=r;L;+(1一行)K;

を得る。 p:=W:-2 および P* =aP~+ (1-a)p;ょり，P*= αW~+(1 ーα)W;

-1α空;+(1ーα)笠i となり，これに α~=Q;-L~ を代入すると ， (0;=σ(i=1，2) 
1σ1σ21 

とすると)，

1 TO 1 (3-5) P*=Tf・+zL-zQ・

となる，r;=r (i=1，2)と仮定し， (3-5)に (3-4)を代入すると，

(3-6) P・=w*+~ (1~r) σ- ~ (デ)K*
を得る。あるいは，

(3-6)' P*=W寸(1-r)(Lに K*)
空二~(1-ri -..， f¥ -b r 7R iJ2 p* を得る。 (3-6)'より I=--:← )>0およひ ;";*2=0を得るが，ここで'δQ・-0 ¥ r }.-' 

V 4V  .... V. a可
。2p*
も一τ2>0を仮定するとインフレ率と成長率の関係は(図ー4)のようになaQ 

る。労働の分配率の変化の効果は資本・労働比率の変化率の大きさに依存し

iJP* 1 1 
ている。つまり万一=一一一(L*-K・)であるので L*くK・のとき，rが

(Jj σT  

大きくなると，この経済はインフレ的になる。我々にとって興味のあること

は要素の代替弾力性のインフレ率への効果で、ある。 (3-6)'より，
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oP' δw・1
---=一一一三五(l-r)(L・-K*)
aq Oq 

δ防丹
念得る。ここにおいて Od 出 <0で、

あることを考癒すると 6→∞にす

oP* oW' 
ると…一=一一一<0となるので，Od - iJd ふ

の代替弾カ性が大きくなるにつれ

て，インフレ率は小さくなる。資本・

労鰍比率が小さくなっている経済を

想定するならば，要素の代替弾力性

が大きくなるとインフレ率は小さ

くなる。経済が〈額一4)のR点に位

p* 

/ 
/ 

/ 

I 

I 

/ 

f 

ち

01 /ノ f

sr〆/
〔図-4)

157 (773) 

Q* 

霞しているとしよう。このとき，要素の代替蝉力性が大きくなると，第2節

で明らかにしたように，平均的貨幣黄金率の上昇率およびその上昇務差は小

oQ・
さくされるので，この弾力伎の増大は弘一>0を速成する。したがって，資

本・労動比率が小さくなっている経済では，この弾力性の増大は労働の移動

弾力性の減少によって生じる効果を相殺する。(額一4)のR点に経済がある

とき，要素の代替弾力性が大きくなると，経済はインブレ喜界のより小さく成

長率のより大きい状態に達する。したがって，失業下のインブレを回避する

ためには，要素の代替が容易な経済構瀧であるとユとが婆求される。

む す び

我々は有効な賃金政策を提示し，そしてこの政策が実現されていないとき

に構識的変化がおこると失業下のインフレに磁る可能性のあることな明らか

にした。しかしながら，この構造的変化によって失業下のインブレになった

としてあ，要素の代替弾力性が大さくなると，失業下のインブレが鰐避され

ることを示した。
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ただし，我々は一次閥次(特にコブ 1 ダグラス製)の生産関数を仮定して

いる。より一般的な生産関数を想、定したとき，我々は有効な賃金政禁につい

て同様の結論を得ることができるであろうが，しかし，失業下のインフレに

欝して我々泣同じ結果に漉するかどうかは明ぬではない。さらに，我々のそ

う戸ルでは，財政金融政策はインブレ抑制にのみ煮献すると仮定されている

が，しかし実際にはこの政策は総需要を管理するので，雇用および産出震に

も十分に影響する。我々のそデ/レでは貨幣数量の変化は受動的で、ある。つま

り貨幣賃金懇の上昇に選応ずるように貨幣数震が増加している。

我々はこのそデルが多部門に拡張され，さらに一般化されることな期待し

ている。また財政金融政策が讃極的に総繋要管理念通して雇用震をおよび産出

援に影響するそデルが構築されることをも期待している。

。ラシカスターはつぎのような綴格形成予えを想定し，我々と同じ結果に主義している。

Wi 
後の価格形成式は Pi=k;':伎は正常?…クア γプ指穏で疋の定数)である。こ

脈 Z

れよち，Pi出 Wi-ai(i= 1，わが手怒られる。これた aP'i十(l-a)P;=Oに代入

ナると，ぽ (W:…a~)+(l-a) (W;...c.a;)=Oとなり，結局これは (1-14)W;-a; 

=…甜{(W~-W;)一(α;-a:)}および (1-15)W7-a7ベ(W~-W;)-(a7-aおと

なるので，我Aは (1-16)および (1-17)を得ることができる。よって，ラシカス

タ{の体糸はコブ明ダ〆ラ九裂の生産関数含想定する我々の場合と同じ結果にき笠る

ことになる

(j，P・
2)しかし，我々は以下において長詩句一>0であるようなE誌を描くことにする。 という

o2P' 
のは，百Q*2=0となるのまま，我Aが対数線2裂の生産関数を想定している結楽であ

る。一般的にはさ金度関数は対数線裂ではないであろうこと，さらに成長率が大きく

なち完全雇潟の獲に近づくにつれて，イシアレ率はより大きくなるであろうと想定

できるので，我kl土器>0を仮定する。
oP' 

3)均衡成長している経済くつまり L'=Kつでは手=;-<0となる。
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